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フード連合２００５春季生活闘争

統一要求課題実践にむけた労使交渉の争点（05年版）

がんばれ！中小労組元気派宣言！
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まずは自労組の賃金実態を検証してみよう！

[image: image7.wmf]20.1

24.1

17.8

21.3

25.8

16.0

7.6

3.4

6.8

11.0

2.9

5.3

14.1

14.0

0

5

10

15

20

25

30

35

総計　　　　　　

生産職　　　　　

事務職　　　　　

専門・技術職　　

運輸職　　　　　

営業・販売・サー

ビス職　　　　　

その他　　　　　

時間

残業手当が支払

われた時間数

サービス残業時間

[image: image8.wmf]31.3

8.7

21.2

24.5

62.9

27.5

5.5

3.4

0

20

40

60

80

100

時間管理あり　

時間管理なし　

％

頻繁にしている　

月の半分くらいは

している　　　　

たまにはしている

ほとんどしていな

い　　　　　　　

　　　　

～もうこれ以上の格差拡大は許さない！まずは自らの努力で！～

・賃金カーブを算出し、その水準を検証しよう！

・最低賃金の取り組みを一歩でも前進させよう！

・パート労働者等の処遇改善を前進させよう！

・中小労組のための労使交渉の争点Ｑ＆Ａ（抜粋・連合05年版）
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                        　　２００５年2月　労 働 局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はじめに

　

　　この冊子は、「フード連合2005春季生活闘争方針」の補強と中小組合の交渉支援を目的として発行しているものです。　　

　　第一部は、フード連合が示した「すべての組合が取り組む4つの統一要求課題」の具体的な取組みとして、特に中小組合において今次春闘では格差是正のための賃金水準の検証が重要な取り組みとなっています。そこで賃金制度が無いなど「賃金カーブの確保」の算定が困難な組合に対して、事前の賃金カーブ算出～要求書の作成などについて手引きとして解説しています。また、「最低賃金の協定化」や「パートの処遇改善」などの具体的な取組みを紹介しています。

　　第二部は、本格的な交渉を望むにあたって、特に企業からの逆提案に対してのフード連合の対応指針（03春闘作成）と連合が示した2005春季生活闘争｢中小労組元気派宣言｣を参考に労使交渉の争点を掲載しています。

　今春闘において日本経団連（経労委報告）は、企業業績が回復局面を迎えたなか、各企業が個別の判断で、賃金を引上げることは容認していますが、一方で、定期昇給制度について「廃止を含めて抜本的な改革を急ぐべきである」とし早急な制度改革を求めています。ベアについても「基本的に困難で、役割を終えた」とし、人件費削減による競争力強化のための成果主義賃金への動きを一段と強めるなど、昨年以上に厳しい経営側の姿勢が想定されます。私たちは、もうこれ以上の格差拡大を許してはなりません。

今春闘を通じ、まずは自らが交渉能力を高め、そしてフード連合の結束力を強化し組織が一丸となって力強い闘いと活動が一歩でも前進できるよう、この冊子が役立つことを期待します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　2005年2月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          フード連合　労働局
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第Ⅰ部　フード連合統一要求課題の具体的な取り組み
１．「賃金カーブの算出」と「賃金水準の検証」の具体的な進め方

ステップ１：自労組の賃金カーブ維持分を算出する！（簡易カーブでもＯＫ）


①まず最初にやるべきことは、要求書を作成する為の事前準備です。組合員にとって一番関心ごとである賃金引上げ交渉をする為の目標の根拠を導き出します。フード連合が示した｢5,500円｣でも良いのですが、なぜ｢5,500円｣の賃上げが必要なのか、自労組の水準は世間水準や標準生計費と比べてどうなっているのかなど、要求の根拠と目標をしっかり立てることが会社との交渉には重要なカギとなります。

②そこで簡単な賃金カーブ維持分の算出方法を紹介します。

組合員全員の賃金カーブを引くことは困難かもしれませんが、賃上げの目標をつくることは簡単です。初任給と先輩の賃金を参考にするのです。つまり、今年の新入社員が先輩の歳になったとき、先輩の賃金に追いつけるかどうか…ということです。
(方法1) ：書記長の賃金を目標にする







初任給（Ａさん）　…………　146,000円（高卒正規入社：18歳）
書記長（Ｂさん）の賃金　…　230,000円（35歳）
１歳１年差　⇒　（230,000円－146,000円）÷（35歳－18歳）＝ 4,941円
※18歳の組合員は、少なくとも5,000円の賃上げを毎年続けないと書記長の賃金には追いつきません

　　　　　　初任給のはなし
需要（求人）と供給（求職）によって決まるものですが、世間相場によるところが大きいようです。

どの会社も優秀な人材が欲しいわけですから、業績が思わしくない会社も頑張って初任給を引き上げます。バブル期がそうでした。しかし、初任給が高いからと言って喜んでばかりはいられません。ある組合で、初任給は20万円を超えていますが、賃金カーブ維持分は2,000円程度のところもあります。勤続40年で毎月の賃金は、28万円がやっとです。

(方法２)： 組合員の賃金を方眼紙にプロットし、中心をねらい｢エイッ！ヤーッ！｣で線を引く












＜組合員の賃金を把握する方法として…＞
①　会社から賃金台帳をみせてもらう。
個人のプライバシーとしてみせてくれないところも多いようですが、労使が共通のデータで交渉しなければ問題点も改正点も理解することはできません。
②　組合員個々に賃金を聞く。
賃上げ後、本当に妥結のとおりに配分されているか確認しているところもあります。
賃金は個々のもので、教えられないという組合員もいるそうです。しかし、実態がわからずに会社と交渉はできませんし、賃金はもちろんのこと労働条件の全てについて個人ごとに労働条件を決める交渉にはなっていませんので、理解を得ましょう。
組合員データは、年齢、勤続年数、学歴、性別、基本賃金、所定内賃金、が必要です。また、各種手当てのデータも収集しましょう。
　＜賃金カーブ維持分（1歳1年間差）を簡易的に求める＞

　初任給（Ａさん）…………146,000円（高卒正規入社：18歳）
59歳　の賃金　　　　　…350,000円（カーブから求めた賃金）
１歳１年差　⇒　（350,000－146,000円）÷（59歳－18歳）＝ 4,976円
　※○○労組全体の賃金カーブ維持分は約5,000円必要である

　　　　もっと正確に算出するためには、回帰式を使って算出するか、労働局に賃金実態を提出し分析をしてもらいましょう！　いろんなデータ分析が手に入りますよ！　　

プロットするとギョッとします
卒業した学校も年齢も入社日も同じなのに賃金に差があるとか、中途入社者で異常に賃金が高い人がいるとか、会社役員の縁故者が高いとか、その実態に驚くところもあります。全社員で稼ぎ出した利益を分配するわけですから、納得されるものでなければなりません。

また、バブル期に会社に入った人と、その後の人での違いもあります。バブル期では初任給の上昇が激しかったため、新入社員より一年前に入った人の方が低くかったという事例もあります。

ほんと、実態を調べてみるとギョッとします。

ステップ２：自労組の賃金水準を検証する！


1 フード連合の仲間（規模・業種別）や標準生計費などの水準と比較してみる。

2 手順１の賃金プロット図にフード連合の仲間の賃金水準をプロットしてみる。

3 自労組との格差を検証し目標とする水準を検討する。（フード連合の標準者最低到達目標参考）

















　　　　　このプロット図から○○労組の賃金カーブは、35歳までは全国平均の標準生計費を何とかクリアしているもの35歳～50歳では、標準生計費以下となっている。また、フード連合の高卒標準者の平均とでは大きな開き（６万～9万円）があり、フード連合のミニマム賃金水準（最低到達目標）である高卒第2十分位よりも低い水準となっている。

従って特に35歳～50歳までの水準の引上げが必要であり、全年代層において標準生計費をクリアするとともに、フード連合の平均水準、少なくともフード連合の最低到達目標である高卒35歳の第２十分位（260,000円）までの引上げ計画をたてることとする。

　　　会社の業績を正しく知る
利益の分配は、会社の業績（財布の中身）を知らないと交渉は成り立ちません。
労側と使側が同じデータ（決算書）で交渉しなければ、最終的な接点を見つけられませんし、交渉団も組合員に説明ができません。
業績の報告を絶対にせず、枕詞のようにいつも「赤字」としか言わない経営者もいます。しかし、隠すということは見せられない何かがあるということです。こんなんじゃ労使の間に信頼関係は成り立たないですよね。
ステップ３：賃金引上げ要求目標を立てる！

＜要求目標の考え方と設定（例）＞

（1） 当面の到達目標として、フード連合の最低到達目標である高卒35歳の第２十分位（260,000円）をめざすこととする。

（2） そのためには、計画的なベースアップや賃金制度の整備・導入が必要である。

①（260,000円－230,000円）＝30,000円⇒5年で6,000円、10年で3,000円の引上げが必要。

②自労組の賃金カーブ維持分は5,000円＋格差是正分を500円とすると＝引上げ額は5,500円。

③単純に格差是正分として毎年500円積み上げて最低到達水準まで60年もかかることになる。

④そこで、ベア配分の工夫や別原資で特別昇給をさせる制度などを設ける必要がでてくる。

⑤例えば、中高年層は、現行の賃金カーブ分のみ昇給させ、38歳までの20年間は、5年勤続毎に8,000円×4回アップさせる仕組みを制度化する。（別枠原資）

⑥格差是正分500円の総額ベア原資を5年間で35歳260,000円の水準になるよう配分する。

⑦（35歳現行230,000円）＋（8,000×3回）＋（ベア配分500円×5年）＝260,000円

（3） 賃金引上げ要求

※平均賃上げ額・・・・・・・5,500円要求とする。

※水準引上げのための特別昇給制度の設置・・・5年勤続毎8,000円×4回の特別昇給

　　　　　　（人事制度・賃金制度を見直す：昇級、昇格手当・・など）

　　　ステップ４：生活保障賃金と評価配分賃金を考えてみる！ 　　　　　　








＜ここでは、配分について考えて見ます＞
となりの人や同期入社の人と比べて、賃金が高いからＯＫなのではなく、総じて全組合員が幸せなのかどうか、ということが重要です。
生活は困窮しないか、生涯の賃金は納得できるか、さらに配分が公平・公正で納得できるか、などなどが大切です。
また、実際の交渉にあたっては、解決後の配分も考えた取り組みにならなければなりません。
図では生活保障賃金は年齢によって一定になります。評価配分賃金は仕事に対する評価によって差が生じてきます。

　　ステップ５：賃金制度を考えてみる！

具体的に賃金配分を考えてみましょう。前提条件を次のとおりとします。

(1) 生活保障賃金と評価配分賃金
①　配分
18歳初任給を生活保障賃金の最低水準に設定し、以後の賃金引上げの生活保障分と評価分にそれぞれを配分します。
	
	基本となる賃金
	配分率

	賃上げ
	生活保障賃金
	60％

	
	評価配分賃金
	40％


②　生活保障賃金
賃金引上げ額の60％。
③　評価配分賃金
賃金引上げ額の40％を次の評価表により配分します。
評価が普通の場合（Ｃ）を”100”としました。
	評価ランク
	配分係数
	評　　価

	Ａ
	150％
	かなり優秀

	Ｂ
	120％
	優秀

	Ｃ
	100％
	普通

	Ｄ
	80％
	やや劣る

	Ｅ
	50％
	極めて劣る


(2) 配分の具体例
妥結額が組合員平均5,000円、総勢６人の組合員がそれぞれのランクに評価された場合。








賃上げ額は、次のようになります。
	
	生活保障賃金
	
	評価配分賃金　
	　
	賃上げ額

	評価ランクＡの人
	3,000円
	＋
	3,000円
	＝
	6,000円

	評価ランクＢの人
	3,000円
	＋
	2,400円
	＝
	5,400円

	評価ランクＣの人
	3,000円
	＋
	2,000円
	＝
	5,000円

	評価ランクＤの人
	3,000円
	＋
	1,600円
	＝
	4,600円

	評価ランクＥの人
	3,000円
	＋
	1,000円
	＝
	4,000円


評価によりランクＡの人とランクＥの人では2,000円の差がつくことになります。
今年度同期入社で毎年5,000円の賃上げがあって、評価が一定だったら…の10年後
評価ランクＡの人　150,000円 ＋（6,000×10年）＝ 210,000円
評価ランクＢの人　150,000円 ＋（5,400×10年）＝ 204,000円
評価ランクＣの人　150,000円 ＋（5,000×10年）＝ 200,000円
評価ランクＤの人　150,000円 ＋（4,600×10年）＝ 196,000円
評価ランクＥの人　150,000円 ＋（4,000×10年）＝ 190,000円
10年後、Ａの人とＥの人では、毎月20,000円の差が生じます。年間で24万円にもなります。










このまま40年後では、毎月賃金で80,000円の差が生じます。
（ 6,000円 － 4,000円 ）× 40年 ＝ 80,000円
(3) 対象人員が多かったら
・組合員数は30人
・賃上げに必要な原資は、5,000円×30人＝150,000円
・生活保障賃金に60％ → 3,000円×30人＝ 90,000円
・評価配分賃金も40％ → 2,000円×30人＝ 60,000円
①　評価が均等に配分されている場合（分布目処による相対評価が一般的）
	　
	人数
	生活保障賃金
	評価配分
	１人

賃上げ額
	総原資

	
	
	
	係数
	総点数
	一点単価
	配分額
	
	

	評価ランクＡの人
	2
	3,000
	150％
	300
	20.0
	3,000
	6,000
	12,000

	評価ランクＢの人
	6
	3,000
	120％
	720
	20.0
	2,400
	5,400
	32,400

	評価ランクＣの人
	14
	3,000
	100％
	1,400
	20.0
	2,000
	5,000
	70,000

	評価ランクＤの人
	6
	3,000
	80％
	480
	20.0
	1,600
	4,600
	27,600

	評価ランクＥの人
	2
	3,000
	50％
	100
	20.0
	1,000
	4,000
	8,000

	計
	30
	　
	　
	3,000
	　
	　
	　
	150,000


評価配分の計算は次のようになります。
・総 点 数 ＝ 人数 × 係数　　　　　　　　⇒　ランクＡなら ２人 × 150％ ＝ 300点
・一点単価 ＝ 評価配分原資 ÷ 総点数計　　⇒　60,000円 ÷ 3,000点 ＝ 20円
・配 分 額 ＝ 係数 × 一点単価　　　　　　⇒　ランクＡなら 150％ × 20円 ＝ 3,000円
・賃上げ額 ＝ 生活保障賃金 ＋ 評価配分額　⇒　ランクＡなら 3,000円 ＋ 3,000円 ＝ 6,000円

総額原資が一定であれば、制度が同じでも評価内容（評価ランク対象人員）で大きく配分額が違ってきます。また、経営者が意図的に総額原資を抑える事も可能です。従って妥結後の配分をしっかり検証しましょう。

②　評価の低い人が比較的多い場合（評価の高い人の配分が多くなる）
	　
	人数
	生活保障賃金
	評価配分
	賃上げ額
	総原資

	
	
	
	係数
	総点数
	一点単価
	配分額
	
	

	評価ランクＡの人
	1
	3,000
	150％
	150
	22.900763
	3,435
	6,435
	6,435

	評価ランクＢの人
	2
	3,000
	120％
	240
	22.900763
	2,748
	5,748
	11,496

	評価ランクＣの人
	8
	3,000
	100％
	800
	22.900763
	2,290
	5,290
	42,320

	評価ランクＤの人
	16
	3,000
	80％
	1,280
	22.900763
	1,832
	4,832
	77,312

	評価ランクＥの人
	3
	3,000
	50％
	150
	22.900763
	1,145
	4,145
	12,435

	計
	30
	　
	　
	2,620
	　
	　
	　
	149,998


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注：総原資2円マイナスは端数計算誤差範囲）

(4) もし賃金が３年連続上がらなかったら … 据え置き







毎年5,000円上がったとすると
　5,000円×12ヵ月×（60歳-19歳）年＝ 2,460,000円（41年）
5,000円×12ヵ月×（60歳-20歳）年＝ 2,400,000円（40年）
5,000円×12ヵ月×（60歳-21歳）年＝ 2,340,000円（39年）
※60歳定年とした場合、生涯の賃金で、720万円少なくなる。（38歳の時でも約360万少なくなる）


　　　(5)実際にこのグラフ用紙に組合員の賃金（基準内賃金）をプロットしてみましょう！
　ステップ６：賃金要求書を作成し、会社と交渉開始！


（1） 賃金要求について手順1～5を参考に執行部内で十分検討し今春闘の要求案を決定する。

（2） その際、組合員に十分な説明を行い、組合員全員の総意として要求を組織決定する。

（3） 会社に要求書を提出する。

（4） 回答指定日を設け交渉を開始する。

　　　＜参考：要求書事例＞


· 要求提出にあたり、回答指定日までの事前交渉日程等については申入れの時（団交・労使協議）に確認しておきましょう。

２．最低賃金の協定化に向けたとりくみ

　１．｢企業内最低賃金の協定化の取り組み｣を進めるにあたって
＜最低賃金の取り組みの基本的なスタンス＞

・２００５春季生活闘争において全ての構成組合は、同じ事業所に働く全ての労働者の代表者であることを強く受け止め、賃金の下支えとなる企業内最低賃金の協定を企業と締結することに取り組む。

・フード連合は、構成組合の協定化を通じ労働組合としての社会的責任を果すとともに、不当な賃金格差の是正や企業の公正な競争の確保、そして社会的な賃金のセーフティーネット機能（地域別最低賃金・産業別最低賃金）の充実を図るための運動に繋げていく。
・その為に、企業内最低賃金の協定化に向け、全ての構成組合が何らかの行動を起こすこととする。
・協定化に取り組むとは、労使協定で締結することが望ましいが、形式は拘らず、覚書でも確認書でも労使で文書確認していくことをいう。
　＜具体的な取り組み手順例＞


ステップ１：まず自労組が下記のどの段階の取り組みができるのか検討しましょう！


＜段階的な取り組みの具体例＞






ステップ２：単組はパート等を含む全ての従業員と話し合い、実態・要望等を把握する！


　　　　　事業所で働く仲間は、正社員以外にパート・準社員等就労形態はまちまちですが、労働組合は、その代表者でなくてはなりません。そこで働く労働条件を直接決めることはできませんが、労働協約の効力を通して、非組合員の労働条件に影響を与えることができます。（労組法17条4分の３以上）そのためには、まずは、全ての従業員と話し合い、その実態と要望等を把握することが必要です。

　　ステップ３：単組内で企業内最低賃金の協定化について話し合い、取り組み目標を設定する！


（１）ステップ１・２を踏まえ、単組内で企業内最低賃金の取り組み目標を設定します。
（２）取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な具体例（05春闘方針参照）に沿って何らかの行動を起こすこととし、その為の行動計画をたてる。また、協定化することが当面難しい場合には、協定化ができるまでの目標達成計画（少なくとも3年以内）などを作成し、協定化に向けた活動を行っていきます。

＜目標達成計画例：当面全従業員対象の協定化が困難な組合の場合＞

　◆　組合執行部（役員）が最低賃金の協定化をすることへの決意を強く持つことから始まります。

そして最低賃金の必要性や協定化の意義について、組合員と話し合うなど意識を高めていく活動を展開しましょう！

    　

　　　◆　企業と企業内最賃の協定化について話合いましょう！

　　　　①企業内最賃協定を新たに締結するには、経営側は抵抗を示すことも予想されます。締結水準が法定の最賃でも協定できない企業の社会的責任を求め、すくなくとも「フード連合が示す水準」の協定化について粘り強く協議を尽くします。

　　　　②仮に経営が「どうしても協定化はできない」という場合でも、「○○社は、地域別最賃を遵守する」という意の文書を合意文書に加えることとし、それも不可能な場合は、法定最賃を遵守することを表明できない理由を求めます。
　　◆　フード連合の目標

　　　　　＜到達目標＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜最低到達目標＞

・月　額　：１４６，０００円以上　　　　【 A地域】８３０円以上　【 B地域】７９０円以上

　　　・時間額　：　　　　８４０円以上　　　　【 C地域】７５０円以上  【 D地域】６７０円以上

　　　　　　　　　　
	区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              
	都　道　府　県　

	A
	東京・神奈川・大阪・愛知・千葉

	B
	埼玉・京都・兵庫・静岡・滋賀・栃木・長野・広島・三重・富山

	C
	岐阜・茨城・山梨・奈良・石川・和歌山・群馬・福岡・福井・新潟・岡山・北海道・山口・宮城・香川・福島

	D
	徳島・愛媛・高知・鳥取・島根・熊本・大分・長崎・山形・鹿児島・佐賀・青森・岩手・秋田・宮崎・沖縄


　　　　　　　注：愛知・千葉・三重・富山については05年度からランク区分が変更されています

　ステップ４：企業に企業内最賃の協定の要求書を提出する！

　

◆ステップ３を踏まえ次の企業内最低協定の要求書を提出し、企業からの回答を求めます。　　


【申し入れモデル】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　○○○殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○労働組合　執行委員長　○○○○

申  入  れ  書

  　　　　　私たち           労働組合は、私たちの職場や周辺に低賃金で働く労働者が数多く存在するということに対して、その労働者の生活を守るという観点から見逃し得ないばかりか、そうした労働者が増加していくこと自体が、私たち全体の賃金を低める原因となっており、重大な利害関係があると考えます。

 　　　　 こうしたことから、企業内で働く労働者の最低賃金を労使間で協定化することは、労働者の生活と権利を守るという労働組合のもつ基本的な任務から、極めて当然のことであります。

  　　　　私たちは、従って企業内の最低賃金に関して次の通り要求しますので、当社は本要求を誠意をもって検討し、速やかに受け入れられるよう申し入れます。

 　　　　 なお、本要求は、フード連合を構成する各組合がそれぞれの企業に対して一斉に行なっているものであることを付記します。

記

一、正規従業員はもとより、臨時従業員・パートタイマー・その他の名称の如何を問わず、わが社の業務に従事する労働者の最低賃金を

月額               円

日額               円

時間額             円

  　　　　　　とする。この金額は十八歳以上、六十四歳までを対象とする。


　　ステップ５：団交・労使協議等による交渉を進める


　　　◆要求書の回答を求めるなど、企業内最低賃金の協定化の締結にむけて交渉を進めます。

　　　◆フード連合全体で取り組んでいると言うことを前面に出し、粘り強い交渉を展開します。


　　ステップ６：取り組み状況を報告する

　　　◆すべての組合は、2005春闘において何らかの要求・行動をした結果について所定の報告用紙にて報告します。

　　　　・取り組み報告提出日〆切日　第1回　3月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2回　4月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3回　6月30日（最終集計）迄に労働局まで報告して下さい

　２．最低賃金のこともっと知ろう！

Ｑ１：なぜ最低賃金の協定化をしなければいけないの？

　　　Ａ：労使で社会的な責任を公約することです
私たちの労働条件について、例えば労働時間や時間外割増率について労働協約や就業規則で定めていると思います。最低賃金についても同様に労使で｢自社で働く労働者の最低賃金は時給○○○円とし、これ以下では働かせません。｣というような約束を書面で取り交わすことが重要です。労働基準法や最低賃金法によって最低の基準は決まっていても守られていない場合があります。少なくとも法律で決められていることは最低でも守るという約束を、労使で社会に対し公約することに意義があります。そのうえで労働条件の質的向上と生活の安定に繋なげていく活動が重要と考えます。今ある水準はその積み上げた交渉の結果です。

　　　また、特に企業内の最低賃金を協定化することで、そこで働く組合員だけではなくパートを含めたすべての従業員の賃金時給を定めたこととなり、短時間労働者と賃金の格差是正や不当な賃金の引き下げの防止にもなります。また、各企業内での協定化は地域や業種間での公正な競争の確保にも繋がり、社会的なミニマム賃金の下支えになっています。

Ｑ２：組合員の賃金水準は高く、賃金制度があるので協定化は必要ないと思うのですが？
　　Ａ：労働組合は、事業場の従業員の代表者でなければならない

企業内の最低賃金を協定化するということは、組合員だけを対象にしているのではありません。労働組合は、事業所の従業員の代表（過半数以上）でなければなりません。今、人件費の削減を理由に正社員からパート労働者に置き換えられるなどの動きが加速しています。組合員だけが、自分だけが良ければよいのでしょうか。改正パート労働指針で示されているように、正社員と実質的に同じ仕事をしている場合、賃金決定の基準や評価などについて客観的な説明が求められています。同じ事業所で働く従業員全体の賃金について労使で確認し、パート労働者等の賃金実態や要望を把握し少なくとも実態に即した企業内最低賃金の協定化をすることが必要ではないでしょうか。　

Ｑ３：パートの時給は地域で異なっており、全国一律の協定化はできないのですが？
　　Ａ：事業所単位で協定化する

パートの時給は、地域によって異なっていますが、36協定のように事業所単位で協定化する方法もあります。また、全国で一番低い時給に合わせて一律的に協定化する方法も考えられます。その場合、高いところの時給を引き下げると言う考えではなく、あくまで協定化した時給は最低の基準を下支えするものであって、個別の時給は地域の実態や経験・仕事内容等を勘案したものでなければなりません。

　Ｑ４：パートの時給は地域の中でも高い方で最賃協定は必要でないと思うのですが？

　　　Ａ：高い水準の時給が永遠に保障されているわけではありません

Ｑ１で触れているとおり、社会的責任を労使で果たしていくことが重要なことですが、パートの時給は地域・地場の公募の需要状況により左右されます。今は地域では高い水準でも、永遠に保障されているものではありません。各企業は安い労働力を求めて既に賃金のダンピングが行われている状況を考えると、一刻も早く現時点の時給水準で協定化することが労働組合の役目だと考えます。経営側は協定化することに抵抗を示すと思いますが、粘り強く協定化できない事由を労使で話し合ってください。現状の高い水準ではどうして協定化することが難しければ、地域の

最低賃金の水準で協定化することから取り組んで下さい。

　Ｑ５：最低賃金って法律で決まっているのですか？

　　　

Ａ：最低賃金法によって決められています

最低賃金法に基づき、国が賃金の最低限度を定め、その最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなければならないとされています。一般的に法定最低賃金と呼んでいます。

　　　　　また、法定最低賃金は、地域別最低賃金と産業別最低賃金の2種類があります。

　　　　　地域別最低賃金は、47都道府県内の全ての労働者とその使用者に適用され、産業別最低賃金は、各都道府県の特定の産業の労働者とその企業に適用となります。

　　　　　また、産業別最低賃金の新設・改定には、最低賃金審議会に申請しますが、届出には｢労働協約ケース｣と｢公正競争ケース｣による２つの方法があります。この時の合意要件に労働協約の有無が大きく影響します。ちなみに、フード連合では、｢公正競争ケース｣による産業別最低賃金が、北海道（乳製品・糖業）、・千葉（調味料）、香川（冷食）、宮崎（肉製品・乳製品）、沖縄（糖類）、（畜産）、（清涼飲料・酒類）、の7件あります。

　

Ｑ６：最低賃金法の目的は何ですか？

　　　

Ａ：日本で働く労働者の最低の生活を保障する賃金を決める

1 労働者の最低生活を保障し、労働条件の改善、生活の安定、労働者の質的向上

2 不当な低賃金を前提とした｢企業競争｣をなくし、事業の公正な競争の確保をする
3 国民経済の健全な発展に寄与する。（所得格差を抑制し、経済のおよび雇用の安定確保）
　　　　　以上目的を法律で定めています。

Ｑ７：最低賃金に精皆勤手当や家族手当が含まれるのですか？

　　

Ａ：労働時間に対応した基本給で精皆勤手当や家族手当は含まれません

最低賃金の対象となる賃金は、通常の労働時間、労働日に対応する賃金に限られます。

　　　　従って、精皆勤手当、家族手当、通勤手当、時間外割増金、賞与、などは含みません。

Ｑ８：最低賃金はすべての人に適用されるのですか？

　　

Ａ：事業場で働くすべての労働者
最低賃金は、原則として事業場で働く常用・臨時・パート・アルバイトなど雇用形態や呼称の如何を問わずすべての労働者とその使用者に適用にされます。

　　　　しかし、都道府県労働局長の許可を受ければ個別に適用除外が認められます。

　　　　適用除外が受けられる労働者は、①精神又は身体の障害により著しく労働力が低い者、②試の使用期間の者、所定時間の特に短いもの、軽易な業務（清掃、片付け等）、断続的労働に従事する者となっています。

３．パート労働者等の処遇改善のとりくみ


＜パート労働者の１歳１年間差の推計＞                                      

	
	
	総　計
	女　性

	
	
	平均時給　　　間差額
	平均時給　　間差額

	産業計
	規模計

1000人以内

100～999人

10～99人
	　　　円　　　　　円

905 10.5

906 13.0

918　　　　8.7

893　　　　8.6
	　　　円　　　　円

889 7.2

900 9.4

900 6.0

868　　　4.5

	製造業・規模計

小売業・規模計

サービス業・規模計
	855 7.9

858 10.8

1,023　　　16.8
	834 6.7

854 8.8

1,001　　9.6


出所．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」特別集計より作成     



　　　パート労働者の均等処遇・組織化をすすめるためのチェックシートの活用

＜取り組みの手順＞

1． 法律事項を点検する

　　　チェック内容のゴシック太字部分は、法律事項です。特に守られているか「○×」の蘭でチェックしましょう。守られていない場合は法律違反です。速やかに改善しましょう。

2． パート労働者の処遇を点検する

　　　実態を把握し、フルタイム正社員との比較をしましょう。

3． パート労働者の処遇決定への参加をする

　職場で共に働く仲間と対話を行など組織化（組合加入）を促進し、処遇決定への関与・参加を行いましょう。

4． 人事処遇制度の確立をする

　　　パート労働者を一括りにする雇用管理区分を見直し、仕事に応じた人事処遇制度を確立しましょう。

　　　　　　　　　　　パート労働者の処遇改善チェックシート

（１）雇い入れ通知書などの労働条件

	項　目
	№
	内　容
	根拠規定等
	○×

	契約内容の明示
	１
	賃金、労働時間など労働条件を明記した「雇い入れ通知書」が交付されていますか？
	労基法15条
	

	就業規則
	２
	パートタイム労働者用の就業規則がありますか？また、正社員用の就業規則にパートタイム労働者に適用する項目がありますか？（いずれもない場合は、フルタイム正社員と同様の就業規則が適用されることになります）
	労基法

89条／93条
	

	
	３
	パート労働者用の就業規則の作成・変更について、事業主はパート労働者（パート労働者の過半数代表）の意見聴取をしていますか？
	パート法7条

（努力義務）
	

	
	４
	雇い入れ時に、就業規則」に関して、フルタイム正社員と同様の説明（内容、掲示場所）がされていますか？
	労基法106条
	

	休憩時間
	５
	パート労働者にも、1日の労働時間が6時間超の場合は45分、8時間の場合は1時間の休憩時間が保障されていますか？
	労基法34条
	

	時間外・休日労働
	６
	36協定を結ぶ従業員の過半数代表が、従業員にパート労働者も含めた過半数代表になっていますか？
	労基法36条
	


	
	７
	法定労働時間を超えた場合、パート労働者にも割増手当が支払われていますか？また、休日・深夜の割増手当が支払われていますか？
	労基法37条
	

	有給休暇
	８
	労働基準法、または労働協約上の比例付与日数が付与されていますか？
	労基法39条
	

	生理休暇
	９
	フルタイム正社員と同様の生理休暇がありますか？
	労基法68条
	

	育児・介護休業
	10
	1歳未満の子を養育する女性のパート労働者は、育児時間（30分×2回／1日）が所得できますか？
	労基法67条
	

	
	11
	パート労働者も育児・介護休業法が取得できますか？
	育介法2条／5条／11条
	

	安全衛生
	12
	パートタイム労働者も雇い入れ時の健康診断が行われていますか？
	安衛法66条／安衛法規則43条／指針
	

	
	13
	パート労働者も1年に1回の定期健康診断が行われていますか？
	安衛法66条／安衛法規則44条／指針
	

	
	14
	安全衛生について、パート労働者にもフルタイム正社員と同様の説明・教育が行われていますか？
	安衛法59条
	

	法定福利
	15
	適用要件が満たしている場合に、雇用保険が適用されていますか？
	雇用保険法
	

	
	16
	適用要件が満たしている場合に、健康保険・厚生年金・介護保険が適用されていますか？
	健康保険法

厚生年金法等
	

	解雇手続き
	17
	30日以上前の解雇予告がされていますか？また、退職時に請求すれば、退職証明書が交付されていますか？
	労基法20条／22条
	

	短時間

雇用管理者
	18
	10人以上のパート労働者がいる事業所では、「短時間雇用管理者」が選任されていますか？
	パート法9条

（努力義務）
	


　（２）賃金・処遇制度

	項　目
	№
	内　容
	根拠規定等
	○×

	初任賃金
	19
	賃金が地域別・産業別の最低賃金を下回っていませんか？（フード連合の産業別最賃7件）
	最賃法5条
	

	
	20
	フルタイム正社員の初任給と同水準となっていますか？
	フード連合到達目標／連合
	

	一時金
	21
	パート労働者にも一時金の制度がありますか？
	連合指針
	

	賃金・処遇制度
	22
	処遇差の「合理的理由」がある場合をのぞいて、同様の賃金制度となっていますか？
	連合
	

	
	23
	「合理的理由」により、賃金・処遇制度に違いは、フルタイム正社員・パート労働者双方にとって納得できるものになっていますか？
	連合
	

	昇進・配置・異動
	24
	職能評価制度など、フルタイム正社員と同様の制度・ルールがありますか？
	連合／パート研
	

	
	25
	配置・異動について、フルタイム正社員と同様に本人からの希望聴取や面接・評価などのしくみがありますか？
	連合／パート研
	

	処遇決定への参画


	26
	＜パート労働者が組合員の場合＞

賃金決定の要求づくり、労働契約の締結・見直し・就業規則改定など、パート労働者が処遇決定に参画していますか？（参画の方法は、パート労働者との職場討議、職場委員等への選出、執行機関への参画、団体交渉・労使協議への参加など）
	フード連合／連合／事例集
	

	
	27
	＜パート労働者が組合員でない場合＞

パート労働者の実態・要望を踏まえて、パート労働者の処遇関する事項（賃金改定、処遇制度、福利厚生、就業規則、等）を労使協議事項としていますか？

（実態・要望を踏まえる方法は、パート労働者に対するアンケート、相談活動、対話集会の開催等）
	フード連合／連合
	

	苦情処理制度
	28
	処遇の差についての苦情を処理し救済をはかるための、不服申し立て・苦情処理制度（構成には、パート労働者も含む）がありますか？
	連合
	

	労使協議
	29
	パート労働者の雇い入れは、労使協議での報告・協議事項となっていますか？
	連合
	

	
	30
	パート労働者の雇い入れにあたって、人数、配置先、仕事内容、期間、時間管理等について、労使協議の場での報告・協議事項となっていますか？
	連合
	

	組合規約
	31
	組合規約では、パート労働者も加入できる組合員の範囲となっていますか？
	フード連合／連合
	


　　※根拠規定等（参考にして下さい）

　　　　　　労基法　　：労働基準法

　　　　　　パート法　：短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律

　　　　　　安衛法　　：労働安全衛生法

　　　　　　育介法　　：育児介護休業法

　　　　　　最賃法　　：最低賃金法

　　　　　　パート研　：「パートタイム労働研究会報告」

　　　　　　連合　　　：均等待遇の判断基準と実践の方法／事例集：連合パート組織化事例集

　　　　　　フード連合：フード連合／パートの組織化指針　

４．プロジェクトＲ　05年春闘期における、単組から会社への働きかけ

昨今、公正な取引慣行実現にむけた活動（以後R活動とする）は、公取委の指導強化、関係告示見直しの検討など様々な側面で強化されており、大きな追い風となっています。

そこで2005春闘期では、下記「基本的考え方」にある、組合員が「少し変わってきたぞ」を実感できるよう、会社が遵法の視点からR活動に対し理解を深め、積極的に取り組む姿勢を持つよう、労組から働きかけることに取り組みます。下記をご参照いただき、1つでもステップが進むよう、各労使の取り組みをよろしくお願いします！

	2004年度プロジェクトＲ　基本的考え方
『活動を推進するプロジェクトＲ応援団ネットワークを広げ、

組合員の「少し変わってきたぞ」という実感を通して現場から取り組みを加速させよう！』


１．取り組み内容

	労使協議の場などで、別添資料（資料1）を用い、

1 R活動が、社会の中で大きなうねりになりつつあることを労使で共有化する

2 R活動の、会社としての取り組みを促す　　　　　　　　　　　　　　　説明・申し入れを行う
＊資料１含め全資料は、フード連合HP→専門部局から→プロジェクトR　からダウンロードできます！


Step１．まずは会社側の、流通取引慣行における課題とは何で、今取り組んでいる活動はどういうものか、の理解を深めます。自社内の現場事例などを挿し込めば、より説得力が増すと思います。（スライド１～７）
Step２．次に、この1年の社会的な動きから、最近の公取委の取り締まり強化への流れを説明します。公正な流通取引慣行実現への社会的な合意形成が進み、「当社だけでは何もできない」という状況から「皆で動けば社会が変わる」という環境になってきたことを伝えましょう。（スライド８～１４＆資料２：公取委勧告事例一覧、資料3：関連新聞記事のコピー）
Step３．最後に社会的合意を背景とした、会社の取り組みを要請します。組合員が「少し変わってきたぞ」と実感するためにも、以下のアクションを、会社の実情に応じ要請しましょう！

①　営業現場における法令遵守の観点から、このR活動に労使で取り組むことを共通認識とする。

その上で、

①　我が社の営業現場で起こっている労務提供実態を会社として把握し、遵法視点でチェックすること

②　この課題に関する関係法令の勉強会及びその遵守指導を各職場で実施すること

③　労基法遵守・労働者保護の観点から、適切な労務管理を行うこと

（スライド１５～１８＆資料４：会社への取り組み要請書）
※　なお、労使協議の中で本件に割ける時間には限りがあると思うので、短い時間でも説明可能なように資料1の簡易版（資料5）も準備しています。なお簡易版での説明の場合にも、資料２～４はご活用いただけます。

２．取り組みスケジュール
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㈱○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００○年○月○日

代表取締役社長　△△△殿

（各企業により書き換え）

日本食品関連産業労働組合総連合

○○○○労働組合

流通との公正で近代的な取引慣行確立に向けた労使での取り組みのお願い

1． 要請内容

我が社及び我が業界の健全な発展のために、法令遵守の観点から

「公正な取引慣行の実現」に向け、労使で行動を起こしましょう！
2． 背景

私たちの日々の商取引において、優越的地位の濫用を禁じた独占禁止法のガイドラインである「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」に抵触する可能性のあるケースが多く見受けられます。

例えば、

・労務提供（従業員の派遣）　・押し付け販売　・一方的な返品　・納品日付指定　・協賛金　などがあります。また労務提供の現場においては、小売業の営業時間の長時間化や休祝日営業の拡大により、営業担当者の早朝深夜・休祝日対応が拡大しており、長時間労働や不払い残業の温床ともなっていると考えられます。

このような実態に対し、公正取引委員会は、勧告などの指導強化や関連法規の改正検討などを実施・発表し、強力に事態の改善に取り組んでいます。

またいくつかの業界団体においても、法令遵守や労働者保護の観点から、業界として取り組む事例も現れています。

一方私たちも、今一度法令遵守の観点から、上記指針等について、その内容を再認識し、自らの活動を振り返ることが必要と考えます。

「公正な取引慣行の実現」は、我が社及び我が業界の健全な発展、そして食の安全安心にもつながる消費者利益の確保にとって大きな意義があると考えます。

もちろん、1社だけの取り組みで解決できる問題ではありません。いまこそ食品産業に関わる労使が一斉にこの問題と向き合い、広く社会に発信していくことが、この問題の改善につながるものと確信しております。

３．具体的要請内容：以下につきよろしくお願いいたします。

①　労使での意見交換を通して本問題に対する労使の認識を合わせ、企業として取り組む意義を御理解頂くこと

その上で、

②　営業現場の労務提供実態を会社として把握し、遵法視点でのチェック行うこと

③　営業部門における法令遵守の推進の観点から、「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針（ガイドライン）」および、今年度末に予定されている「大規模小売業者による優越的地位の濫用を効果的に規制する告示（新告示）」の勉強会及びその遵守指導を各職場で実施すること

④　労基法遵守・労働者保護の観点から、適切な労務管理を行うこと

４．実施時期

目途として、新告示が発表される予定の、4月前後での実施をお願い致します。

５．その他

①　本取り組みは、フード連合加盟２８５組合（食品産業の中の幅広い業種（13部会））が一斉に行っているものです

②　本取り組みと併せ、外勤者の就労管理の更なる徹底をお願いします

③　食品サプライヤーである我々は、一方で原料購入業者としての側面も持っており、企業及び業界の健全な発展のためには、取引先様に対する自身の行動にも問題が無いか、労使で確認していくことも併せて必要であると考えています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
第Ⅱ部　労使交渉の争点Ｑ＆Ａ（賃金交渉を臨むにあたって）

１．企業からの逆提案への対応：｢定昇なし｣・｢賃金カット｣・｢不利益変更｣など

＜基本的な考え方＞

（１）定昇制度および賃金表で定昇相当分を確認し、特に毎年の更新を労働協約で定めてある組合において、定昇を実施しない（｢定昇なし｣）ということは契約の不履行として扱う。（会社が一方的に定昇を実施しないことを決めることはできない）

（２）｢定昇の凍結｣においては、二通りの場合が想定されるが、定昇を行った後期間を定めて定期昇給を凍結（据え置く）する場合と、単に定期昇給を凍結（据え置く）する場合がある。

前者については緊急避難的な扱いと捉え、凍結実施に当たっては合理的な事由の判断が必要であり慎重に対処する。また、業績が回復すれば凍結解除の交渉を行う。

後者については、期間の定めが無く単に定昇を実施しないということにほかならない為、｢定昇なし｣に準じた扱いとする。

（３）｢定昇制度の見直し｣については、賃金・人事制度の改定提案として賃金交渉とは別の時期に行う。また、労使協議会（協議会制が無い場合は団交にて）等での話し合いを通じ、組合員の理解のもと行うべきものであることを十分認識する。

（４）｢賃下げ・賃金カット｣については、賃下げ幅やカット率如何を問わず不利益変更として捉える。その上で不利益の必要性、不利益の程度、代償措置、会社からの説明などその提案に対しての取り組み経過を含めた｢合理性｣が問題となることから十分な話し合いを行い慎重に対処する。

また、組合員に十分な説明をせず、執行部役員や代議員のみで労働協約の締結をした場合、組合員から｢知らなかった｣、｢同意した覚えがない｣などトラブルの原因を作らないよう組合員の理解が必要である。

（５）諸手当の廃止などに対しては、｢賃下げ・賃金カット｣同様の考えに準じた扱いとする。

（６）定昇制度や賃金表自体がない労組においては、最低でも現行の賃金カーブ維持（一年先輩に追いつく賃金差）の取り組みを行い、賃金交渉時上記のような提案が発生した場合、直ちに本部に連絡し必要な指導を受けるとともに業種別部会との連携をはかり対応する。

＜定昇・賃金カーブとは＞

＊｢定昇｣とは、賃金額表などにより、毎年一律的・自動的に昇給する制度をいう。企業によっては、能力・評価部分の考課によって変動する査定昇給部分など定昇とは見なしていないところもあるが、査定昇給部分を含め定昇として扱う。

なお、昇進昇格等による臨時的昇給の扱いは単組判断による。

＊｢賃金カーブを維持する｣ということは、個人毎に現行賃金を維持するということではなく、年齢や勤続年数、また能力評価などを考慮した賃金体系、すなわち1歳上の先輩の賃金に追いつく賃金でありその賃金水準を維持することをいう。

また、賃金カーブを構成するものとして、①定昇、②人事考課などによる昇格昇給、③定昇制度がなく毎年の賃金交渉による昇給、④家族手当や、住宅手当など、家族構成によって左右される手当も含まれる。従って制度として規定された定昇だけでは現行の賃金カーブ（体系）を維持するには不十分な場合があるため留意する。
＜フード連合対応指針（2003年2月作成）＞

１）賃金カーブ維持分の確保が困難な場合、その理由を明確にさせること。

  ●詳細な経営状況の開示と労使協議会などの定例開催の協約化を図る。（連合：手引き参照）

2） 雇用についての取り組みで成果を確保すること。

●雇用維持協定の締結や回答書への記載などを求める。

3） 業績を理由とした逆提案や低水準で妥結する場合、業績回復後の賃上げ水準の確保を約束させること。

●特にその提案の事由である経営状況のチェックを行う。（（連合：財務諸表の点検参照）

　　　　　　　　●賃金水準の低下が、①生活を著しく低下されることがないか、②減額幅が大きくないか

（低下率１０％程度以上は要注意）③一定の人に偏った下げ幅になっていないかなどに留意する。

4） 水準確保が困難な場合でも緊急避難措置（定昇時期など）による水準確保ができないか検討すること。

5） 会社より逆提案があった場合、春闘とは切り離し改めて時期をずらして交渉すること。

●労働条件の制度変更などによる不利益変更があった場合、組織・中小局長を中心に各ブロック局長及び労働局長が個別の対応を行う。

＜会社業績が極めて悪いときの対応　＞

1 会社の財務内容を明らかにさせる（数字と説明）
賃下げの提案をしてくるのに、明確な経営の数字が示されなくては誰も納得しません。賃下げしなくてはならないほど業績が悪いと言うのは本当ですか？内容の分析・検証は、フード連合と一緒に行いましょう。

② 経営の責任を明確にさせる

なぜ、こうなったのですか？その問題はどこにあると考えるのですか？それに対する経営としての責任をどうするのですか？

③ 経営上の打つべき手段を明らかにして打たせる

①と②で明らかになった課題に対して、具体的にどんな手を打つのですか？　賃下げ以前に打つ手は？　従業員ばかりに犠牲を強いることになっていませんか？　

④ 今後の経営計画・施策を明らかにさせる

②もふまえて、どのように経営改善をしていくのか？少なくとも１～３年くらいの具体的な計画・施策を示させる必要があります。

その計画はコスト削減（特に人件費）だけの計画になっていませんか？この計画で本当に経営改善できますか？フード連合と一緒に検証してみましょう。

⑤ 優先的に減らせる人件費の削減（経営の減員、経営･管理職の減俸）をおこなわせる

経営陣は最少人数にしますよね？管理職の余剰はないですよね？必要不可欠な数だけにしますよね。

経営陣はどのくらい減俸になるのですか？管理職は？その結果、人件費・管理費はどのくらい削減効果がでますか？賃下げは本当に経営改善効果があるのですか？

⑥ 生活が困窮することのないように手当させる（生活費の貸付や最低賃金ラインの設定）

賃金が低い人については、生活の保障をするために、これ以下には下げない最低線を設定し、会社と協定しなくてはなりません。

賃金の高低に関係なく、教育費やローン返済に必要な貸付制度なども検討する必要があります。（会社が難しければ、フード連合や労働金庫の制度も利用しましょう。）

　　
⑦ 期間を明示する

どうしても賃下げするなら、少なくとも期間を限定してください。これに乗じて恒久的に低い賃金にされることのないよう、経営計画を踏まえて、できるだけ短い期間を明示した協定を結ぶ必要があります。

なお、福利厚生カットや一時金の大幅ダウンも、賃下げと同じです。注意しましょう。

⑧ 業績が改善したら速やかに常態に戻すことを確約させる

　　賃下げは異常事態です。どう改善したら常態に戻すのかについても、具体的な数字を入れた協定を結ぶ必要があります。できれば、その間のマイナス分を取り戻せるように。

２．成果主義や賃金制度改定への対応について

（１）フード連合の成果主義的な賃金制度に対するスタンス

　　　労働者にとって公正な賃金とは、働きに応じ、かつ労働市場の水準を考慮した納得性の高い賃金を受け取ることです。その社会的尺度が「同一価値労働同一賃金」の原則ということができます。こうした観点に立てば、年功基準から仕事基準への賃金制度のシフトについては一定程度認めていかざるを得ないと考えます。

　　　しかし、昨今の成果主義賃金導入の動きのなかには、労務コストの増加を抑える目的が優先し、職場の秩序に混乱を生じさせているケースも少なくありません。さらには評価基準が不明確、あるいは考課者の訓練が不十分なために、処遇の格差拡大に不公平感をもつ層が増える場合も想定されます。

　　　賃金制度の改定にあたっては、従業員の働きがいの高まりに結びつくことを基本としながら、賃金水準、職務の価値、職責の明確化、評価の透明性・公平性・納得性、教育訓練制度などが満足できる水準に達している必要があります。（制度導入にあたってのチェック表参照）

　　こうした条件整備が不十分なままで制度を改定・導入することについては、労働組合として反対・修正の立場を貫いていくこととします。
（2） 会社からの提案を検討するにあたってのチェックポイント

　　　　　　　制度改革の目的を明確にし、賃金プロット図で検証してみる

1 現状制度を労使で理解しているか？　　　　　　⇒労使による現状認識の統一をはかる

2 提案の背景と目的を明確にさせる。　　　　　　⇒賃金抑制だけを目的とするものはダメ

3 職場の実態を踏まえたものかチェックする　　　⇒コンサルタントの言いなり、他社の制度の

受け売りで　はダメ

4 賃金プロット図で現行の賃金実態を検証し、

最終的にどのような賃金カーブや賃金分布を　　⇒生計費や標準的な人をモデルに様々なケース

目指すのか明らかにする。　　　　　　　　　　　のシミュレーションをしてみる

5 評価制度の内容の設計や協議を十分尽くす

その場合　⇒ア：恣意的評価基準の排除

　　　　　　イ：評価基準の公表と結果の本人へのフィードバック、（面接）

　　　　　　ウ：運用・評価結果の検証（組合も必ず行う）

　　　　　　エ：苦情処理委員会の確立若しくは整備を行う

　　　　　　オ：評価者の訓練の徹底と評価項目などの検討を行う。

（３）具体的導入にあたってのチェックポイント

　　　　　　　　　　組合員の大多数が納得できる制度であること


1 仕事の性質が成果主義になじむのか、職場毎によく検討してみる。

2 仕事の成果が客観的に明確にはかれ、それに見合った裁量を与えているか。

3 賃金が一定のレベルを超えているか。（成果給の評価の幅により賃金が上下する）

4 目先の目標達成にこだわり職場の仲間で足の引っ張り合いの恐れがないか。

5 人事配置や、能力開発は平等・公平に行なれる仕組みになっているか。（人材育成の確立）

6 最低保障規制（セーフティーネート）は設定しているか。

7 評価の最大幅の設定が適切であるか。

8 評価ランクの人員比率（分布目処）を設定しているか。（フリーハンドでの評価拡大の防止。絶対評価は現実にはありえない）

9 評価基準の公表が行われる仕組みであるか。

10 評価結果の本人へのフィードバック、面接制度など定期的に実施できているか。

11 苦情処理委員会の確立若しくは整備を行う。

12 評価者の訓練の徹底と評価項目などの検討を行う。


『成果主義』？賃金制度導入の判定チェック表


会社から成果主義重視という言い方で賃金制度の見直し提案を受けたら下記のチェックして下さい。

※チェック内容が出来ていれば○、出来ていなければ×を付けてください！

	
	チェック内容
	判定

	１
	仕事内容が評価によって今より差をつけることになじむのか、各職場で十分討議した。
	

	２
	コストダウンを目的にした賃金制度改定となっていない。


	

	３
	最高と最低の賃金カーブを描いて組合員に提示し、皆が納得した。


	

	４
	最低年齢別保障規制ができており、保障水準は標準生計費以上に設計されている。


	

	５
	評価項目が公開されており皆が了解している。


	

	６
	評価について面接がキチンとおこなわれ、評価結果を本人にフィードバックする仕組みができている。
	

	７
	人事配置や教育訓練など平等・公平に行われていると皆が認めている。


	

	８
	評価者の訓練が最低でも毎年1回はおこなわれる制度となっている。


	

	９
	労使による苦情処理の機関を設置した。また、制度の定期的な見直しや制度がきちんと運営されているか、労使でチェックする委員会が設置されている。


	

	10
	提案内容を大会等で審議し全員が納得できる制度であることを確認した。

また、その内容を会社と協定化した。


	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○の数×10点　／100点満点　／判定結果
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　判　　定

　　

・70点以下ならば会社提案を了解することは組合としてできません。再検討を求める。
・１００点になっていない場合は、チェックできなかった内容について再検討・周知等を求めます。
３.連合2005春季生活闘争/中小労組元気派宣言Ｑ＆Ａ（連合総合労働局作成抜粋）

　　　　　　　　

(1)成果主義や賃金制度について


Ｑ１：世間で話題となっている成果主義賃金とはどのようなものですか？
　　
マスコミなどは、個々人の成果や業績に応じて賃金を決定する賃金制度を成果主義と呼んでいます。
旧日経連は、現状を「年齢と勤続のみで一律に賃金が上昇する」年功型賃金体系とレッテルを貼った上で、職務内容とはかかわりのない賃金部分の廃止・縮小と、職種別に「職務給」「職能給」「役割・成果給」など仕事給中心の賃金体系へと変えることが成果主義だとしています（日経連「成果主義時代の賃金システムのあり方」）。
成果主義と自称する賃金制度を導入した企業の制度改定の傾向をみると、ゼロ成長下での競争激化と高齢化･高学歴化による人件費コストのアップを主な理由として、年功部分に対応した定期昇給額の縮小と査定幅の拡大が行われています。
何を持って成果主義賃金とするか、言葉だけが先行し、明確に定義することは困難です。現行の賃金制度がすでに多様なものであることを考えれば、程度の問題といえますが、あえてその特徴をあげるとすれば、①右肩上がりの賃金カーブを変更すること、②その変更は一律頭打ちとするのでなく査定によって個々人で差をつけること、③査定は短期的な仕事の成果とそのために何をしたかということを重視することと言えるでしょう。

Ｑ２：これまでの年功型賃金や職能資格制度とどこが違うのですか？
年功型賃金や職能資格制度による賃金決定は、長期継続雇用のもとでの人材育成・能力開発と、それを生かす柔軟な職務配分によって、長期的スパンのなかで能力と仕事と賃金のバランスをはかる考え方に立った賃金制度ということができます。賃金プロット図を作ってみると、全体として右肩上がりのカーブがみられ、その一定の幅のなかに分散する傾向が一般的でした。
これに対し成果主義は、個々人の短期的な仕事の業績・成果に注目し、企業利益への貢献度に応じて賃金格差をつけることで従業員のモティベーションを高め、そして組織の活性化につなげようとする賃金制度といえるでしょう。また、ある部署の仕事を外注化したと想定し、そのコストとの見合いでその部署の賃金水準を見直すなど市場賃金が意識されることもあります。こうした考え方で賃金決定がなされるとすれば、その企業の賃金プロット図は大きく変化する可能性があります。
大企業やベンチャー企業を中心に成果主義を自称する制度導入が流行っていますが、導入に際しては、仕事の性質や職場実態をしっかり踏まえた上で、そうした考え方がなじむかどうか十分に検討する必要があります。一般的に、作業の標準化が可能な仕事やチームワークでの作業が必要な仕事（例えば製造現場の仕事など）には適さず、導入を検討するとすれば、熟練・努力より個人の才能・特殊能力が重要な仕事や、個人プレーが中心でその結果が明確にわかる仕事（例えば研究開発、営業などの仕事）だと言われています。
　　＜成果主義賃金のメリットとデメリット＞

(2)労働時間管理の取り組み


Ｑ３：「不払い残業」とは、どういうことですか？

不払い残業とは、時間外に働いたにもかかわらずその時間に応じた賃金（割増含む）を使用者が支払わないことをいいます。連合「生活アンケート調査」によれば、組合員の２人に１人が不払い残業をしており、その平均時間は30時間／月にもなることが明らかになっています。多くの職場で雇用リストラが進むにしたがって、不払い残業も増えていると推測されます。
　　「不払い残業」は、明らかな法律違反（労基法第37条）であり、労働者は使用者に対して２年間さかのぼって割増賃金を請求できるだけでなく、是正されない場合は労働基準監督署に告発、裁判所に割増賃金と同額の付加金（労基法第114条）の支払い請求を行うことができます。

＜平均時間外労働時間における不払い残業時間の実態（職種別、04年6月分）＞  
＜時間管理の有無別にみた不払い残業の頻度＞　出所：連合2004年生活アンケート


Ｑ４：なぜ、最近になって、適正な労働時間管理が注目されるようになったのですか？
不払い残業の横行が目立つようになったことから、厚生労働省は２００１年４月に「労働時間の適切な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について」（基発第339号）を出して、時間外労働等に対する割増賃金が適正に支払われているか監督指導を強めています。労働基準監督署の定期監督等によって、労働基準法第３７条（割増賃金の支払い）違反で是正指導される事業場数が近年、増加しています。
　　また、労災認定基準の改正（厚生労働省「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」）によって、長時間労働と健康障害の因果関係がより厳しく問われることになりました。長時間労働者ほど適切な時間管理が行われておらず、不払い残業時間が相当長い傾向にあり、安全衛生の面からも労働時間管理の必要性が高まっています。連合としても、こうした実態を重く受け止め、すべての組合で「適正な労働時間管理」の協定化に取り組むことにしています。


出所：厚生労働省「定期監督等実施状況・法違反状況」


Ｑ５：まず何からはじめればいいのですか？

まず、労働組合が自ら職場実態を点検する必要があります。職場ごとに、どのような労働時間制が適用され、どのような方法で労働時間管理が行われているか、36協定はどうなっているかなど制度内容を把握・整理するとともに、労働時間の実態がどうなっているか組合員から直接把握するようにしましょう。
　　　次に、使用者に労働時間に関する記録（労基法第109条で「労働関係に関する重要な書類」として始業・終業時刻など労働時間の記録に関する書類を３年間保存しなければならないと定められています）の提示を求め、職場ごとの点検結果などを踏まえ問題がないかチェックしてみましょう。特に、自分の労働時間を労働者自身が記録・報告する「自己申告制」の場合、過少申告となっているケースが比較的多いといわれていますので、実態と記録をよく点検しましょう。
　　　改善すべき点を要求書にまとめ、労使交渉をしましょう。不払い残業の事実がある場合、その清算を要求するとともに、労使による「不払い残業撲滅宣言」の確認や労働時間管理の協定化を取り組みましょう。
　　　1回限りの取り組みでは、十分な改善がはかれない恐れがあります。定期的な点検活動と不断の取り組みが重要です。組合の年間活動計画のなかに組み込んでいきましょう。


＜労働時間管理のチェックポイント＞
・労働時間管理簿はあるか
・労働日ごとに労働時間を把握し、記録しているか
・記録された時間について、本人と上司がダブルでチェックしているか
・記録された労働時間は適正か（始業時刻と業務開始時間のズレ、時間外・休日労働の把握方法などが適正か）
・記録に基づき適正な時間外労働手当が支払われているか（社内通達などによる手当打ち切りなどはないか）
・３６協定をきちんと締結し労働基準監督署に届けているか
・時間外・休日の労働を実行する場合の手続きがルール化（許可制、申請制など）されているか

参考：労働時間管理に関する基本協定
〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、従業員の労働時間の管理に関し以下の通り基本協定を締結する。

１．労働時間の適正管理について

　　会社は、従業員の労働時間管理を適正に行う。

２．委員会の設置について

　　会社と労働組合は、労働時間の管理の適正化等に資するため、それぞれの代表者で構成する労働時間◯◯委員会を設置する。委員会の運営等については別に定める。

３．指導責任と不利益取り扱いの禁止について

　　会社は、時間管理監督者の適正な時間管理の執行について責任を持つ。また、従業員が適正な申請をしたことを理由に、処遇等において不利益な取り扱いをしない。

４．労働時間管理簿について

　　会社は、労働時間管理簿を設け、すべての従業員について必要事項を記録する。

　管理簿の必要記載事項は、①労働日、②業務開始時間、③業務終了時間、④退社時間、⑤所定休憩時間以外の休憩時間、⑥時間外労働時間、⑦深夜労働時間、⑧時　間外労働の業務内容とする。

５．労働時間の記録確認について

　会社は、労働時間管理簿（時間外労働管理簿）の記録について、原則として毎労働日ごとに当該従業員の確認を受ける。

６．始業、終業時間について

　　　始業、終業時間の記録は、原則として就業規則に定めた時刻とする。通常の始業　前、終業後のやむを得ない業務等については、別に定める手続きによって行う。

７．休日・時間外労働時間について

　　会社が、別に定めるやむを得ない場合に、所定労働時間を超えて業務を命ずる場合は、できる限り事前に、本人と協議し業務の指示を行う。従業員が休日・時間外　労働を行わなければならないと判断した場合は、事前に時間管理監督者と相談し、その指示を受けて業務を実行する。

　　休日・時間外労働の労働時間は、上司の現認がある場合はその時間を、現認ができない場合は本人の申告時間で正確に記録する。

 　　

○○○○年○○月○○日



　　　　　　　　　　　　　　○○株式会社
　　代表取締役社長　○○　○○　印



　　　　　　　　　　　　　　○○労働組合　　　執 行 委 員 長　○○　○○　印

(3)企業の社会的責任(CSR)について


Ｑ６：労働組合の「ＣＳＲ（企業の社会的責任）」への関わり方について教えてください。

近年、世界的な企業不祥事・事故の多発、環境問題への関心の高まり、情報化の進展、消費者意識の変化等にともない、企業の社会的責任が問われるようになってきました。
　　　企業が、社会的責任を果たすということは、広く社会とのコミュニケーションをはかり、必要かつ適切な情報公開を行うことや、株主、取引先、顧客・消費者、従業員といったステークホルダー（利害関係者）に一方的な不利益の押し付けや信頼を失うような行為を行わず、良好な関係を維持することです。　　さらには、企業として社会貢献活動を行うことなどがあげられます。
　　労働組合がＣＳＲに関与すべき背景は、いくつかあげられます。
①企業の不祥事・事故が、業績悪化、存続危機につながり、従業員の雇用・労働条件にも大きな影響を与えることがあります。また、企業の不祥事は労働組合の不祥事でもあることが多いので、自らの問題として受け止める必要があります。
②ＣＳＲへの取り組みが消費者からの信頼を高め、働きがい・生きがいといった従業員の活力を増進させ、生産性や業績の向上にもつながります。
　　　労働組合としては、企業のＣＳＲへの取り組みが人権・労働面にも重点が置かれるよう取り組む必要があります。経営の視線は、ややもすれば株主や顧客・消費者に向けられがちですが、ＣＳＲの中で「従業員への責任」を明確化させ、企業を支える従業員の雇用・処遇を守るとともに、従業員が働きやすく、やりがいを感じられる環境を整備するとの経営姿勢を表明させることができれば、その後の労使交渉の力強い下支えとなります。
　　　また、ＣＳＲの取り組みを通じて産業・企業に内在する課題を浮き彫りにし、本質的な労使協議を行うことによって、産業・企業を健全に発展させていくことは労働組合の重要な役割です。
(4)退職金の確保・保全に向けた取り組み
　    　 倒産や法的整理に追い込まれた企業において、退職金すらほとんど支払うことができないケースが見受けられます。退職金は、賃金の後払いという一面を持っており、労働者にとって最大の労働債権です。労働組合は、退職金の保全状況を点検し、不測の事態に陥っても速やかに最大限の労働債権確保ができるようにしておきましょう。
　      また、退職給付について会計基準の変更や新たな企業年金制度を可能にする法改正、資金運用面の悪化に伴う企業年金の利率変更なども行われています。経営側の動きに対応するためにも、労働組合は、最低限の基礎知識を備えておきましょう。ここでは、具体的な説明は省略します（詳しくは解説書などをご覧ください）。

Ｑ７：退職金に関して、法律で決まっていることはあるんですか？

労働基準法（第89条）では、「退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払い方法並びに退職手当の支払いの時期に関する事項」について、使用者が就業規則を作成し、行政官庁に届けなければならないと定められています。
　　　「賃金の支払の確保等に関する法律」（第５条）および「施行規則」では、使用者は、労働協約、就業規則などに退職金の定めがある場合、退職金の保全措置を講じなければならないと定められています。具体的には、以下のいずれかの措置が必要になります。
①厚生年金基金、確定給付型企業年金、確定拠出型企業年金などによる保全。特に、中退金は公的な助成もあり、安全で有効です。
②全額の保全が原則ですが、最低でも「労働者の全員が自己の都合により退職するものと仮定して計算した場合に退職手当として支払うべき金額の見積額の1／4に相当する額」以上について、a～cの方法で企業もしくは金融機関が債務保証を行う。その保全状況について、「退職手当保全委員会」（施行規則第５条）に定期的に報告すること。
ａ．信託方式（事業主が労働者を受益者とする「信託契約」を信託会社と締結）


　　

　　　　　　　信託契約



　　　ｂ.金融機関による連帯保証方式（3者連名の｢保証契約｣の締結など）


　　

　　　　　　　連帯保証



　　　C.質権・抵当権設定方式（抵当権設定、｢開始条件付資産・債権譲渡｣協定化等）


　　

　　　　　　　抵当権設定



　

Ｑ８：退職金の保全のためにどんな取り組みをすればいいのですか？

退職給付債務の多くの部分について、企業の外に企業財務と切り離して積み立てることが望ましいといえます。退職一時金制度を見直し、企業年金化することも選択肢の一つです。中小企業の場合、中小企業退職金共済制度を有効に活用しましょう。
　　　　　企業の内部で積み立てる部分については、万が一のために債務保証をさせ、退職手当保全委員会を設置し、どこにどのぐらい積み立てられているのか定期的に点検する必要があります。前述の法規制などを踏まえて、必要な措置がとれるよう労使で話し合いましょう。
　　　　　確保すべき水準については、いうまでもなく、その時点での退職給付の１００％が望ましいといえます。しかし、そうした状況にあるのは一部の企業に限られているのが実態であり、現実的対応として６割程度を目安に確保しましょう。万が一の時、労働債権確保のためのその他の方法と組み合わせて相当程度確保できると考えられます。
　　　

まず、以下の点を中心に事実確認をすることからスタートしましょう。
＜チェックポイント＞
・退職金に関する労働協約や就業規則、退職金規程などの締結状況
・貸借対照表における退職給付債務の記載状況（どういう計算方法で退職給付債務が　どの程度計上されているか、退職金に関する定めと齟齬はないか点検）
  ※なお、退職給付引当金が貸借対照表上に記載されているからといって、保全され　　ているわけではありません。外部積み立、債務保証等の特別な措置とは別です。
・企業年金制度（厚生年金基金、適格年金、確定給付年金、確定拠出年金、ハイブリッド型年金、自社年金など）がある場合、財務内容、資産運用状況に関する資料を提示させ、問題がないか点検しましょう。

用語解説【中小企業退職金共済制度】
　　　　中小企業退職金共済制度とは、中小企業で働く労働者のために設置された、退職金共済制度です。従業員数300人以下または資本金3億円以下の企業（一般業種）であれば、誰でも加入できます。
(5)賃金交渉をめぐる労使交渉の争点


Ｑ９：日本経団連は、2005年の賃金改定についてどのような主張をしているのですか？　

連合はそれに対してどのような反論をしていますか？

日本経団連は、「経営労働政策委員会報告」で、2005年春季労使交渉での経営側の基本姿勢を示しています。その内容は、2004年に比べて、賃下げは要求せず、業績が好調な企業では賃上げを容認する柔軟な姿勢に転換しています。
　　　しかし、日本経団連の主張には、多くの問題点がみられ、連合はそれに対して以下のような考えを持っています。
①経営者は社会的責任を自覚した企業行動をとるべき
　「報告」では、「攻めのリストラ」を推進すべきと主張していますが、これは「賃金抑制による企業利益の拡大」「わが社だけがうまくいけばいい」というせまい視野での論理にもとづいており、経営の負担を企業の外や労働者に押しつけるやり方です。これでは、低廉で使い勝手のいいパートなどの非典型労働者が増えるばかりで、国民の生活は安定せず、消費意欲も弱まり、日本経済の再生にはつながりません。
　また、表面上は、「企業の社会的責任」「現場力の向上」「働き方の選択肢拡大」など耳あたりのいい言葉をならべていますが、これとは裏腹に、不払い残業容認、外国人労働者全面解禁、社会的負担の回避などを主張しており、社会的責任を自覚しているとは思えない矛盾した内容となっています。
②総額人件費抑制を許してはならない
・「国民経済レベルでは賃上げの余地はない」という主張について
　「報告」では、高コスト構造是正のために賃金抑制が必要としていますが、賃金を下げれば国民がものを買わなくなり、さらに輸出に依存することとなり、逆に円高となって高コスト構造を後押しすることになります。安定的な経済成長には、マクロの生産性改善に見合った適正な賃上げが不可欠なのです。
・「ベースアップ（ベア）は役割を終えた」「業績反映は一時金で」という主張について
　賃金改定は、生活・経済・経営状況などをふまえて交渉すべきもので、われわれは生活の安定と向上のためにベアを要求する姿勢を変えるつもりはありません。また、報酬などを計算するときのベースは月例賃金であり、その改善を重視するのは当然で、「業績反映は一時金で」という考え方には賛成できません。
　一時金は、月例賃金と比べ、次のような特徴があります。
ア）月例賃金に比べ「法的規制がゆるい」：法定最低賃金の対象外ですし、時間外労働や退職金の算定基礎には入らないなどの特徴があります。
イ）月例賃金に比べ「不安定」：月例賃金以上に規模間・企業間格差が大きく、水準もその都度の交渉で大きく振れる傾向にあります。
　　経営側が「業績反映は（月例賃金ではなく）一時金で」主張しているのは、こうした一時金の特徴に便乗して、人件費の変動費化をはかろうとするねらいがあります。
　　賃金の社会性と安定性を確保するためには、月例賃金を重視して改善をはかるべきです。一時金には生活給的要素も含まれており、企業業績のみで左右されるべきものではないことを、労働組合としてきちんと主張しておきましょう。
③格差是正、均等待遇を実現する
　「報告」で「正社員、非正社員という呼び名を改める」としていますが、同一価値労働同一賃金を基本とした均等待遇の実現なくして、呼称を改めるというのは問題の本質からの逃げでしかありません。
　規模間格差では、「企業規模・企業体力に見合った賃金決定」をとなえ、大企業と中小企業の賃金格差は当然かのような主張をしていますが、大企業のコスト削減が中小企業にしわ寄せされ、業績改善の足をひっぱっているという問題もあり、市場原理の考え方だけでは公正な労働条件は実現できません。

Ｑ１０：わが国の賃金水準は世界でトップレベルというのは本当ですか？

日本経団連は、「国際的にみてトップレベルにある賃金水準をこれ以上引き上げることは困難」と主張しています。
　　　アメリカやドイツと賃金水準の比較をしてみましょう。
  　　日本経団連の示している「賃金の国際比較」のデータは、日本が「実労働時間あたり賃金」なのに対し、アメリカ、ドイツは「支払対象時間あたり賃金」となっており、アメリカ、ドイツの賃金が低く計算されていることを指摘しておきます。また、為替レート換算で比較する場合、為替レート次第で賃金水準は大きく変動することになります。これらを調整し「時間当り人件費」を比較すると、日本の賃金は、アメリカやドイツと比べ、見劣りするものであることがわかります。
＜日米独の時間あたり人件費比較（製造業・生産労働者2003年）＞


	
	日本
	アメリカ
	ドイツ

	日本経団連が示す時間当り賃金①
	1923円
	$15.74
	15.25ﾕｰﾛ

	実労働時間当り賃金への換算係数②                    
	1倍
	1.089倍
	1.218倍

	年平均為替相場③                                    
	1円
	115.93円
	118.12円

	人件費（社会保険料等含む）への換算④               
	1.190倍
	1.261倍
	1.335倍

	為替レート換算による時間当り人件費①×②×③×④     
	2288円
	2506円
	2929円


   注．②は時間外、休暇等を調整している。④は内閣府の「生計費調査による購買力平価(2000年)」調査による。⑤は総額人件費に対する現金給与総額への換算である
　　 出所：日本経済団体連合会「経営労働政策委員会報告2005年版」

さらに、日本経団連は、賃金水準のみを問題にしていますが、国際競争力という点からは、労働コスト１単位あたりの付加価値創出力こそが問題なのです。賃金水準が高くても、それ以上に生産性が高ければ、競争力は逆に強くなります。
　　それを計算したのが下の表です。日本の製造業は、単位当り付加価値創出力がアメリカやドイツと比べて明らかに高いことがわかります。
＜日米独の製造業の付加価値創出力＞             　     万円／年間

	
	日本
	アメリカ
	ドイツ

	一人あたり付加価値生産性⑥
	857.4
	988.1
	642.6

	一人あたり雇用者所得⑦
	515.0
	665.8
	487.8

	単位当り付加価値創出力⑥÷⑦
	1.66
	1.48
	1.32


 　 　注．⑥は、名目ＧＤＰ（製造業）／就業者数（製造業）で算出
   　　　　 ⑦は、名目雇用者報酬(製造業)／雇用者数(製造業)で算出
労使協議を通じた話合い





初任給18歳の協定化・労使確認





組合員のみを対象とした年齢別最賃の協定化





地域別最賃での協定化をはかる





現行の実態賃金での協定化をはかる





フード連合目標の18歳最低賃金と全従業員対象の協定化をはかる





全ての組合が少なくとも一つ以上取り組む





⑥協定化促進に向けた申し入れ





⑤組合員の最低賃金のみ協定化・労使確認





④年齢別最賃の協定化（組合員のみ）





③地域別最賃での協定化（全従業員）





②現行実態賃金での協定化（全従業員）





①企業内最賃の協定化（全従業員）





●





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００５年２月２８日


○○○○株式会社


代表取締役社長　　○○　○社長　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○労働組合


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○○○　○○印


　　　　　　　　　　　　　　　　　要　　　求　　　書





2005年度の賃金・一時金・労働条件の改善について下記の通り要求したします。


なお、本件につきましては2005年3月16日までに回答願います。





記


賃金（基本給）を次の通り引上げること


組合員一人平均5,500円の増額


特別勤続昇給制度を設ける


その場合、5年勤続毎（20年間迄）に都度昇給額8,000円とする


　　　　　　なお、評価配分等については、組合と別途協議の上決定すること





一時金を次の通り支給すること


組合員一人年間平均月数5カ月を支給


なお、組合員の最低保障月数は年間平均4ヶ月以上とする


パートを含む企業内最低賃金を引上げること


（１）18歳以上の最低賃金は月額146,000円とする　


（２）パートの時給を10円引上げ、最低時間額は時間額840円とする　　　　　　　　　　　


　　　　なお、引き上げにあたっては協定書（覚書）にて締結すること





以上
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賃金（万）





新入社員Ａさん





書記長Ｂさん
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年齢





賃金（万）
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59





23
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すべての組合が4つの統一要求課題に取り組み、


労働条件の維持・向上と社会的責任を果そう！





最賃協定





パートの処遇改善
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検証
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賃金（万）
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●：自労組


△：フード連合


　　高卒標準平均


▲：フード連合


　　高卒標準者


　　第2十分位


◇：標準生計費（全国、子2人）








△





△





△





△





△





△





　　


�
18歳�
30歳�
35歳�
45歳�
50歳�
55歳�
59歳�
�
○○労組プロット平均�
146,000�
186,000�
230,000�
280,000�
305,000�
330,000�
350,000�
�
標準生計費（全国、子2人）�
122,100�
186,000�
230,300�
293,900�
316,300�
300,900�
257,800�
�
Ｆ連合高卒標・平均�
157,800�
253,407�
296,497�
366,217�
398,215�
408,748�
411,253�
�
Ｆ連合高卒標第2十分位�
157,000�
226,508�
256,190�
325,872�
360,400�
351,100�
344,540�
�






△





金額（万円）





評価配分賃金





生活保障賃金





年齢（歳）





60





18





�





評価は難しい


評価者も人ですから甘辛がでます。


なかには、お中元の内容で…みたいなこともあるそうです。


大切なのは「客観的に評価」をする、ということです。これが、訓練を重ねても難しいのです。ですから、直属の上司を含めた複数の目で評価をしたほうが良いのです。


そして、自他共にその評価の内容が認められるものであれば望ましいのです。


人を評価するためには、教育・指導、上司による面接、本人と会社労務担当・直属の上司・組合の書記長等による苦情処理会議などがセットされていなければなりません。


ＹＥＳマンが可愛がられる職場もあるようですが、プロジェクトＸにＹＥＳマンはでてこないですよね。





生活保障賃金　3,000円





60%





賃上げ額


5,000円





40%





評価配分賃金　2,000円





① 評価ランクＡの人 → 2,000円 × 150％ ＝ 3,000円


② 評価ランクＢの人 → 2,000円 × 120％ ＝ 2,400円


③ 評価ランクＣの人 → 2,000円 × 100％ ＝ 2,000円


④ 評価ランクＤの人 → 2,000円 ×  80％ ＝ 1,600円


⑤ 評価ランクＥの人 → 2,000円 ×  50％ ＝ 1,000円





金額（万円）





評価Ａの人





平均





評価Ｅの人





15





年齢（歳）





28





60





18





金額（万円）





毎年5,000円上がったら





面積が減る





15





年齢（歳）





３年間据え置き





18





60





合計 720万円





2005年行動目標計画


①最低賃金学習会の開催


②最低賃金実態の把握


（パート時給含む）


③組合員初任給（18歳）


の協定化（覚書・制度上）


④会社に最賃協定に向けた


　取り組みについて協議


　申入れを行う


　





2006年行動目標計画


①パート時給実態での


最低時給（地域）


協定化（契約書確認含）


②組合員のみを対象にした最低賃金（月額）の協定化の申入れを行う


③企業内最低賃金の時給額について検討開始








2007年行動目標計画


①全従業員対象の企業内最低賃金の協定化の要求書提出


②その場合、要求設定は地域や現行実態の水準で要求


③年齢別最低保障賃金の検討開始








企業内最低賃金の協定化確立





＜パート労働者等の処遇改善の取り組み項目＞


パート労働者の時間あたり賃金の引上げ目安は10円以上とする


パート労働者の福利厚生を含めた処遇改善に取り組む


パート労働者の組織化に取り組む


④　①～③の取り組みが困難な組合においても、パート労働者の実態把握や対話を行うなど、今後の処遇改善に向けたとりくみに繋がる行動を起こすこととする。





全ての組合はパート労働者と対話を行い、パート労働者等のニーズや実態把握を必ず行う。


そのうえで取り組み項目の①～③の取り組みを行う。


パート労働者の処遇改善・組織化をする為のチェックシートを活用し、何らかの処遇改善に結びつける。（法令事項の点検・パートの処遇を点検・賃金処遇制度の点検・組織化など）


特に職場での福利厚生等の改善は、パート労働者も含めた取り組みを積極的に行う。　　








支払い請求権








メリット　　　　　　　　　　　　　　　　


・業績や実績に応じた賃金の実現


・従業員の意識改革


・会社内での各人の役割の明確化、権限の大幅な委譲


・性別・学歴・年齢・勤続年数にこだわらない賃金の実現


　　　　業績給、年棒制等個人別賃金管理


　　　　定期昇給制度の抑制または廃止








②デメリット


・目先の（短期的な）業績にとらわれる


・業務上のノウハウの共有化・伝承が難しくなる


・不公平感


・従業員の連帯感の喪失（労働組合運動の形骸化）


・生計費の確保が不確実





保証債務の履行を請求





金融機関





労　働　者





信託財産給付を請求





信託会社





新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ部会内


周知(Rﾒﾝﾊﾞｰから)





部会内取り組み浸透


各単組取り組み確認





会社への働きかけ（労使協議等）


～遵法視点での訴え～





会社：ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ勉強会、実態把握　等


組合：取り組みチェック＆フォロー





連合


日食協


食品産業ｾﾝﾀｰ


民主党　等





公取委に


意見具申


※集中的に


　要請





流通部門との意見交換、ﾏｽｺﾐ情報提供、消費者団体との意見交換　等





新告示発表予定





資料４：要請書例





事業主





労　働　者





支払い請求権








事業主





抵当権の実行





金融機関





労　働　者





支払い請求権








事業主
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